
仁淀川町　公共施設等総合管理計画　【概要版】

（１）計画の背景と趣旨１．公共施設等総合管理計画の策定について

公共施設等総合管理計画は、少子高齢化の進展と人口減少が加速する中、公共施設等を通じた公共サービス

の提供と、財政に見合った公共施設等の維持管理及び更新を適正に実施し、持続可能な地域を住民とともに創っ

ていくために策定するものです。

• 公共建築物：町民文化系施設、スポーツ・レクリェーション系施設、産業系施設、学校教育系施設、子育て
支援施設、保健・福祉施設、行政系施設、公営住宅など

• インフラ資産：道路、橋りょう、上下水道など

２．公共施設等の現況、将来の見通し及び課題

（１）公共施設等の現状

（２）計画の対象

本町が保有する公共建築物（普通会計）の延床面積は85,946㎡で、

住民一人当たり（5,963人：平成28年1月1日現在の住民基本台帳人

口）延床面積は14.41㎡です。これを全国の同規模自治体（人口1万人

未満）の平均10.61㎡と比べると約1.4倍となっています。このうち、

築30年以上の建物の延床面積は、過半数（約56%）を占め、老朽化の

進展が伺えます。

（３）財政の状況

2015年度（平成27年度）の歳入は約89.6億円で、このうち自主財

源である町税は約5.8億円で、その占める割合は約6%となっています。

町税は、2011年（平成23年）以降の過去5年間は、約5.5億円から約

5.8億円の範囲で推移しています。

（４）公共建築物の更新費用の推計

現在保有する公共建築物について、今後40年間（公共施設更新費用

試算ソフトのシミュレーション期間）の更新費用の総額は約381.3億円

で、年平均約9.5億円となります。

一方、過去10年間において公共建築物の整備に要した投資的経費は

年平均11.0億円ですが、今後の地方交付税の減額等を勘案すると充当

可能な投資的経費については3.3億円程度と想定されており、将来必要

となる改修費、更新費等を賄うために、総量の縮減をはじめ長寿命化対

策や維持管理の効率化によるコスト削減等の施策を実施します。

本町が保有するインフラ資産について、橋りょうの総整備面積は

14,201㎡、上水道の総整備延長は67,381mです。これらのイン

フラ資産についても、順次、設置年次と耐用年数に応じた更新時期

を迎えます。

（２）人口の見通し

本町の人口ビション（仁淀川町まち・ひと・しごと創生総合戦略）に

よると、本町の将来人口は、2060年（平成72年）に約2,630 人と展

望しています。

また、本計画の計画期間である約30年先にあたる2045年（平成57

年）の総人口は約3,150人となっており、2015年（平成27年）の約

54％となることが想定されています。また、年齢構成別にみると税収

を支える生産年齢人口についても約2,350人から約40％減の約1,410

人となっています。 535 437 367 409 425 386

2,698
2,346

1,835 1,564 1,406 1,432

3,267
3,069

2,449
1,789

1,318
813

6,500

5,852

4,650

3,763

3,149
2,631

2010年 2015年 2025年 2035年 2045年 2060年

老年人口

生産年齢人口

年少人口

人口推計

一方歳出は、約86.3億円で、このうち義務的経費（人件費、扶助費、
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化の状況を勘案すると高止まりとなることが推察されます。
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には、新庁舎の建築を進めています。
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（５）インフラ資産の更新費用の推計

インフラ資産の今後40年間の更新費用の総額は約453.0億円で、年

平均約11.3億円となります。インフラ資産についても将来必要となる

改修費、更新費等を賄うために、長寿命化対策や維持管理費の効率化に

よるコスト削減等の施策を実施します。

保有する建物の築年別整備状況

将来人口推計

歳出決算額の推移（普通会計決算）
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泉南市市 公共施設最適化推進基本計画　【概要版】

インフラ資産のうち橋りょうについては、「橋梁長寿命化修繕計画

（平成26年3月）を策定し、従来の対症療法型から、「損傷が大きくな

る前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、橋りょうの寿命

を延ばすことによって将来的な財政負担の低減および道路交通の安全性

の確保を図ることに取り組んでいます。

上水道及び下水道（農業集落排水）については、公営企業経営戦略の

策定を通じて収支見通しを明らかにし、施設の長寿命化を含む維持管理

コストの縮減に取り組みます。

（１）計画期間

（４）目標の設定

（２）現況の問題点や課題に関する基本認識

公共建築物の目標は、財政的なかい離の解消とサービス水準の維持に

おき、次のような施策を展開して目標の達成状況を段階的にマネジメン

トします。

維持管理費及び更新費用の精度向上

公共施設等マネジメントの原則への取り組み

展開結果の財政面からの検証

３．総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

本計画の計画期間は、本町における公共建築物整備の更新（築後60

年を想定）が集中する時期である2045年（平成52年）頃までを視野

に入れマネジメントすることとして、30年間と定めます。

計画期間：2017年度（平成29年度）～2046年度（平成58年度）

（２）インフラ資産について

本計画の課題は、少子高齢化の進展による人口減少問題などに伴う生

産年齢人口の減少や地方交付税の削減等により財政が逼迫する中で、長

期的な視点を持って、財政面と公共施設等を通じた安心・安全で利便性

の高いサービスを両立させ、持続可能な地域を住民とともに創っていく

ことにあります。

（３）公共施設等マネジメントの基本方針

基本方針１ 総量縮減の推進

人口減少や厳しい財政状況を踏まえ、必要なサービス水準を確保しつ

つ、廃止や周辺施設との機能集約により施設総量の縮減を推進します。

基本方針２ 長寿命化の推進

今後も活用していく公共施設等については、計画的な維持修繕を実施

し、長寿命化を推進します。

基本方針３ 多様な主体による施設サービスの提供

施設整備や管理における官民の役割分担の適正化を図り、財政負担の

軽減とサービス水準の向上を図ります。

基本方針４ 地方創生への施設の活用

本町の魅力を高め、町有建物の民間での利活用を検討し、働く場の確

保による定住促進など、地方創生への有効活用に努めます。

基本方針５ 将来的な住民ニーズへの対応

現在の住民ニーズを満たすとともに、将来的な住民ニーズの予測や政

策適合性を加味し、長期的な施設のあり方に関する方向性を検討します。

インフラ資産の目標は、「インフラ長寿命化基本計画：2013年（平

成25年）11月29日策定」の行動計画として、個別施設の長寿命化計
画を定め、経費の縮減を図りながら持続可能なサービスの提供と安心・

安全の確保を進めます。

（５）全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策

本計画を個別計画へと展開していくにあたっては、庁内の連携・協力

を緊密に図っていく必要があります。このような観点から、組織横断的

な委員会組織等の検討を行います。

公共施設等のマネジメントを効果的に実施していくために、専任組織

を中心に、施設の所管部署に散在するデータを施設カルテ等として一元

管理し、固定資産データ及び財政データとも連携して全庁的な意思決定

を促す仕組みを検討します。

（６）維持・運営の実施方針

本計画の実施展開においては、次の実施方針を定めてその適正化を図

ります。

点検・診断等の実施方針

維持管理・修繕の実施方針

安全確保の実施方針

耐震化の実施方針

長寿命化の実施方針

統合や廃止の推進方針

総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

（７）フォローアップの実施方針

本計画の実施展開においては、次のようなマネジメントサイクルを形

成し、住民との協働で公共施設等の総量縮減を含む再配置等を進めます。

計 画 実 施

検 証見直し

Plan Do
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マネジメント
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４．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

（１）公共建築物について

今ある施設は、適切な点検・診断等及び耐震化を含む維持管理・修繕

を実施し、大切に使用します。また、建替え時期が到来した段階では、

その施設の評価（建物自体の状態、維持管理コスト、公共サービスの提

供状況など）に基づき、機能・サービスの優先度や提供範囲を再確認し、

施設の除却（廃止・解体等を含む）も含めた再編の実施を行います。施設所管課
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